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いくという姿はわかりますが、もう一歩踏み込

んで市民参画型という形もどこかでとっていく

必要がこれからはあるんだろうと。協働のまち

を本当にうたっていくならば、どこかで市民の

ご負担もいただきながら参画していく手法等々

も考えていただきたいと思いますが、市長、そ

の辺は最後にご答弁いただきたいんですが、い

かがでしょうか。 

○蒲生光男議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 教育長とは、例えばモデル校み

たいなことでどこかやるというやり方もあるん

じゃないかという話はしたんですが、ただ、教

員の人事権なんて市の教育委員会にもないんで

すよね。それをコミュニティスクールっていい

ますか、それは求めてるわけですから、そうい

った意味ではちょっと実現はかなり難しいなと

思いますが、ただ、方向性としてはよくわかり

ますので、検討しなきゃいけないというふうに

思います。 

○蒲生光男議長 ３番、江口忠博議員。 

○３番 江口忠博議員 ありがとうございました。

質問を終わります。 

 

 

 大道寺 信議員の質問 

 

 

○蒲生光男議長 次に、順位４番、議席番号８番、

大道寺 信議員。 

  （８番大道寺 信議員登壇） 

○８番 大道寺 信議員 本定例会に当たり、通

告してあります１点について質問をいたします。 

 ３月11日に発生した東日本大震災により、６

月８日現在の被災者数は死亡者で１万5,391名、

行方不明者が8,171名、避難者は９万3,379名と

なり、まさに未曾有の被害となりました。被災

された皆様に改めて心からお見舞いを申し上げ

ます。 

 また、現在懸命に復旧、復興に向けて取り組

みをされておりますが、被害が余りにも大きく、

進んでいない状況ではないかと思います。 

 さらに、福島第一原子力発電所の事故の収束

もいまだ見えていない状況にあります。現在、

原発の厳しい現場で懸命に収束に向けて努力さ

れている東電社員及び関係者に敬意を表します

が、一日も早い収束を期待するものであります。 

 一方、こうした中で展開された国会における

内閣不信任案の採決をめぐっての動きは、国民

の目にはまさに被災地、被災者を置き去りにし

た政局としか映らず、一日も早く復興を願う国

民の声から大きく乖離した政治がされていると

しかいいようがありません。まことに残念であ

り、このままでは国民の政治不信はますます高

まってくることが懸念されます。 

 私は４月の選挙において４期目の当選をさせ

ていただきましたが、今回の国会の動きを他山

の石とし、市民生活の向上のため市民目線での

活動をしていかなければならないと強く感じて

おり、そのためには議会において大いに議論し、

市民にとってよりよい行政運営がなされるよう

に一層努力していかなければならないと思って

おります。 

 今回の選挙で初当選された議員が全議員の３

分の１誕生しましたが、本定例会でも全員が一

般質問を行うなど、意欲を持って活動されてお

り、私も初心に返って頑張っていきたいと思い

ます。 

 前置きが長くなりましたが、通告してある質

問は、今回の東日本大震災による影響と今後の

対応についてであります。 

 長井市では幸い震災の直接的な被害はありま

せんでしたが、停電やガソリン不足等による市

民生活への影響やサプライチェーン、部品調達

供給網の寸断による企業生産活動への影響など、

いわゆる二次被害と言われる影響がありました。 

 また、災害時の情報伝達などにも課題があっ
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たと聞いており、この大震災の教訓を今後のま

ちづくりにどう生かしていくかという視点で質

問するものであります。 

 なお、他の議員の質問と重複する点も多くあ

ると思いますが、ご理解をいただいて答弁をい

ただきますようにお願い申し上げます。 

 以下、順次質問をいたします。 

 まず、第１点目は復興支援として何ができる

かについてお聞きをいたします。 

 被災地の現状はいまだ復旧の段階にあり、復

興には相当の時間がかかると言われております。

震災直後から市としては多賀城市への支援物資

の支援や避難者の受け入れ等を行い、また市民

からは義援金や支援物資の寄附、炊き出し等の

ボランティアなどの支援が行われてきました。

市としての支援は現在も避難者への対応や５月

臨時会の補正予算に費用計上された多賀城市か

らの要請に応じたブロック塀の撤去支援なども

行われております。 

 しかし、本格的な復興はこれからであり、引

き続きその支援をしていかなければならないと

思いますが、具体的にどのような支援が必要か、

できるのかが明確ではないと思います。市とし

ては要請に応じた職員派遣や被災者の受け入れ

等があると思いますが、市民としてはどのよう

なことをしていけばよいかわからないというの

が現実であると思います。もちろん国の第２次

補正予算の早期成立が望まれますが、被災者の

生活復興には資金が必要であり、引き続き義援

金をできるだけ続けなければならないと思いま

す。 

 一時自粛していたイベントは全国各地でむし

ろ元気を取り戻すために行うとの傾向にありま

す。これはこれで必要であり、むしろ復興を支

援する側が活力を失うのであれば、支援などで

き得ないということになるという視点で大いに

やっていくべきものと思います。 

 一方で市民からは、例えば水まつり、花火大

会に対する市民の協力金は義援金に回すべきで

はないかという声もあります。そういった声も

十分踏まえて、これから実施されるイベントで

は被災者への支援ということも考えて実施すべ

きと思います。 

 今後、市として考えている支援、市民として

できる支援等の復興支援についての市長の見解

をお聞きをいたします。 

 第２点目は防災計画の見直しの主要点は何か

についてお聞きをいたします。 

 今回の震災を教訓にして防災計画の見直しを

行うことが各自治体で表明されています。長井

市も見直しをしていくとされていますが、具体

的にどのような点を見直していくかについてお

聞きをいたします。 

 具体的には国でも防災基本計画を見直すこと

となっているようですので、その内容を見なが

ら検討となると思いますが、このたびのマグニ

チュード９のような巨大地震の後、数年以内に

マグニチュード７程度以上の余震が起きる可能

性が高いと言われています。現に各地で震度３

以上の地震が頻繁に起きており、決して安心で

きる状況ではないと思います。 

 特に当市には長井盆地西縁断層帯が存在して

いることもあり、市民からは長井ダムが決壊し

たらどうなるかという心配も出ています。今回

の津波被害は想定をはるかに超えることによっ

て甚大な被害がありました。想定外という表現

で言われましたが、これには批判もあったよう

です。そもそも自然災害は想定を超えるもので

あるとも言えますので、考えられることは想定

して準備をしておくということが必要であると

も言えます。 

 そして今回の震災では、避難のおくれという

ことが被害をさらに大きくしたとも言われてお

ります。避難の判断は一瞬に行わなければなら

ないことから、難しいことだといいますが、日

ごろからの訓練や準備がいかに必要かも教訓と
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なったと思います。 

 また、長井市では直接的被害はなかったもの

の、長時間にわたる停電により生活上に大きな

影響があり、電気のありがたさといかに電気に

頼っているかを実感することとなりました。そ

れに伴い防災用品の準備の大事さなども教えら

れたと言えます。これらの教訓をいかして、防

災計画をどのように見直すのか、具体的なこと

は今後の検討となると思いますので、その主要

な点についての考えを市長にお聞きをいたしま

す。 

 第３点目は自主防災組織のあり方を検討すべ

きではないかについてお聞きをいたします。 

 長井市防災計画では自主防災組織の整備計画

を掲げ、具体的に地域における組織の整備を推

進してきました。その結果、多くの地域で組織

が設立され、活動をしております。 

 この地域の自主防災組織は、まさに災害の最

前線現場であり、重要なものであると思います。

しかし、実態としてはまだまだ十分な組織には

なっていないと思います。特に防災組織体制は、

十分に機能するものとはなっていないのではな

いかと思います。 

 今回の地震は平日の日中に起きましたが、地

区の自治組織活動に組み入れた形が多く、在宅

している人がほとんど高齢者であり、役割の中

核を担う人の多くは働いている人が多いという

のが実態ではないかと思います。休日や夜間は

機能するのかもしれませんが、いつ起こるかわ

からない災害に対応した組織にはなっていない

のが実態ではないかと考えます。 

 また、今回の震災においては、日ごろ避難訓

練を行っていた地区や学校が被害を最小限に抑

えられたという事例がマスコミ報道でも数多く

紹介されましたが、自主防災組織における訓練

は消火訓練や救急訓練などが主ではないかと思

います。地震や洪水等の訓練は総合防災訓練と

して年に１回、各地区持ち回りで行われていま

す。これでは実際に起こったときにどのように

避難すればよいのか等がきちっとできるか疑問

であります。まさに現場の対応が一番重要であ

ることから、自主防災組織のあり方について検

討していくべきと考えます。 

 防災計画では行政は自主防災組織の指導や教

育、防災訓練の指導協力を行うとしていますが、

組織の結成からどのような体制にするのか、ど

のような活動をするのか等、もっと中身に踏み

込んだ体制にしていく役割をしていくべきと考

えます。 

 また、高齢化が進行していることから、特に

郡部の組織が各地区単位でよいのか等も検討す

べきと思います。市長の見解をお聞きいたしま

す。 

 あわせて現在の自主防災組織の設立の状況と

具体的な活動実態、課題等について総務課長に

お聞きをいたします。 

 第４点目は今後の財政への影響をどのように

見ているかについてお聞きをいたします。 

 今後、編成される震災に対応する第２次補正

予算は20兆円規模ぐらいになるのではないかと

言われています。そしてその財源をどう確保す

るかが大きな課題と言われています。この財源

確保は容易なものでないことは言うまでもあり

ません。 

 国は６日に今年度の一括交付金の２次配分を

決定し、１次分とあわせ本年度交付金の95％の

配分が決定したとしていますが、東日本大震災

復興財源確保を視野に、公共事業費の５％を留

保していることから、一括交付金の残りの５％

の配分は決定していないとなっています。 

 具体的な財源はこれからになりますが、来年

以降は地方交付税に大きな影響があると思いま

すし、震災による経済や雇用に対する影響から

市税の減少も懸念されると思われます。今後の

財政に与える影響をどのように見ておられるの

か、市長にお聞きをいたします。 
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 また、現在の段階で影響が出ていることがあ

るのか、あるいは懸念されることがあるのか等

について情報があれば財政課長にお聞きをいた

します。 

 第５点目は市内経済、雇用への影響と今後の

対応策についてお聞きをいたします。 

 市内企業の地震による停電の影響は多少あっ

たものの、直接的被害は幸い少なかったと聞い

ていますが、サプライチェーンの重大な被害に

より、いわゆる二次被害の影響を受けたところ

があると聞いております。また、震災直後の自

粛ムードにより飲食業に大きな影響があり、観

光分野でも観光客の激減によって影響を受けた

と聞いております。 

 現在は徐々に回復していると聞いていますが、

観光はいまだ回復の傾向は見られないともお聞

きをしております。当然このことによって雇用

に影響が出ることが懸念されますが、３月の有

効求人倍率には大きな影響は見られないようで

あります。県内経済の情勢も１月から３月期は

弱含みと下方修正はしたものの、今後、震災の

影響により大きく変化をしている可能性がある

としています。 

 このような状況の中で、６月補正予算では企

業に対する支援として、独自に利子補給を行う

ための予算計上がされています。この対応につ

いては評価するものであります。問題は今後ど

のように推移していくかになるわけであります

が、これまでの市内経済と雇用に対する影響を

どのように把握しているのか、また今後の動向

をどう見ておられるのかについて、商工振興課

長にお聞きをいたします。 

 今後考えている対応策等があればあわせてお

聞きをいたします。 

 第６点目は電力不足に対応した節電の具体策

はついてお聞きをいたします。 

 今回の震災により原発の事故をはじめ、電力

施設に大きな被害を与え、電力需要のピークで

ある夏の電力不足は深刻な状況にあることが懸

念されています。 

 このことから、東京電力及び東北電力では

15％の節電の協力を要請してきています。これ

にあわせ政府としても節電の呼びかけを行うこ

とを決定し、山形県でも山形方式節電に取り組

むとし、２回の社会実験を経て、県民運動とし

て取り組むことを決定しました。 

 これに対応して当然長井市でも取り組むこと

になると思いますが、その内容は示されており

ません。山形方式節電の社会実験が２回行われ

ましたが、市民のほとんどが知らなかったと思

います。この実験の目標15％に対し、この社会

実験で12％が達成できたと報道されていますが、

県民に対する周知も不十分だったと説明されて

おります。 

 この山形方式の節電は、１つにライフスタイ

ルの見直しによる節電の実施。例えば早寝早起

きによる健康的な生活など。２つとしてピーク

カットに向けた社会実験。例としてエアコンの

設定温度変更、１度上げるなど。３つとして県

民の主体的な参加による運動展開。例として節

電アイデア募集などとしていますが、長井市と

してはどのような取り組みをしていくかについ

てお聞きをいたします。 

 具体的には庁内の取り組みはどういう対策を

していくのか、家庭による節電はどう呼びかけ

ていくのか、事業者に対する要請はどうするの

か等があると思いますが、特に家庭に対する呼

びかけには具体的な節電策についても例を示し

ながら周知していくべきではないかと考えます。 

 エアコンの設定温度の変更、外出中の電気用

品の待機電力のカット、これはコンセントから

抜くこと、ＬＥＤ電球への切りかえ等々、具体

的な例を挙げて協力をお願いすることも必要と

考えます。 

 具体的な広報の方法としてタブロイド版を活

用することも検討してはどうかと思います。内
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容によっては担当課が分かれるのかもしれませ

んので、市長から基本的な考えをお聞きし、具

体的には担当課長から答弁をいただきたいと思

います。 

 以上で壇上からの質問を終わります。ご清聴

ありがとうございました。（拍手） 

○蒲生光男議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 大道寺議員のご質問にお答えい

たします。 

 議員の方からは大震災の影響と対応策という

ことで、私からは５点ほどご答弁を申し上げた

いというふうに思います。 

 まず、第１点目の復興支援として何ができる

のかということでございますが、これは先月開

催されました県主催の市町村長会議というのが

ございました。この中で県内市町村の主な施策

が紹介され、その中で復興支援に向けた職員の

派遣を独自に実施しているのが３市３町ござい

ました。長井市でも山形県が実施しております

被災地広域支援隊に職員を派遣しておりまして、

県と調整をしながら今後も継続したいと考えて

おります。現在まで３班、延べで27名ぐらいだ

と思いましたが、派遣しております。 

 ご質問いただいた義援金の募金を継続して、

被災地の復興支援に資する件については、長井

市でも震災直後から義援金の募金を行っている

ところです。これは５月末現在でございますが、

日本赤十字社には長井市で預かった金額が

2,586万9,154円の浄財をいただいたほか、長井

市へということで長井市の災害支援用として

429万3,804円をご寄附いただいております。こ

のほか地域や団体独自の募金活動を行われまし

て、イベントにおいても、あるいはそれぞれの

主催者が独自にチャリティー公演などを行って

いるというふうな状況でございます。 

 県内では10カ所の花火大会が予定どおり計画

されていますが、秋田の大曲、それから新潟の

長岡でも実施されるということでございます。

また、被災地である宮古市、石巻市でも行われ

ますが、被災地も含め東北一丸となって盛り上

げていく必要があるというふうに考えていると

ころでございます。 

 少し私の方から全体的なことも復興支援とし

て考えを申し上げたいと思いますが、例えば花

火の支援ということで、今回水まつりの200万

円の補助金を予定してるところでございますが、

議員からは市民からいただく寄附金の一部を義

援金にというようなお話もございましたけれど

も、このように既に義援金をいろんな市民の皆

様、有志の方とか、あるいはいろんな団体がさ

れておりますので、これはやっぱりダブってし

まうのではないかなという懸念がございます。

ですから、市民の皆様には自分は何もまだして

ないから、この際何か市として取りまとめして

くれれば、自分としても被災地に対して何かを

したという、そういう思いがあるんだというふ

うに思いますけれども。 

 やはり議員もおっしゃいますように、10兆円

とか20兆円とか、どのぐらいかかるかって実際

わからないわけですね。それにさらに今、社会

保障制度と例えば消費税、税の問題がいろいろ

議論されておりますけれども、例えば５％の消

費税を今後例えば平成26年まで上げるとか、い

ろんな話がございますけれども、よく言われる

のは５％のうち４％は現状の社会保障費のマイ

ナス分に充てられると。１％部分しか実際は社

会保障費の制度拡充には充てられないというふ

うに前々から言われておりまして、そういった

意味では消費税についても復興資源としてはか

なり厳しいだろうと。 

 ですから、国家公務員とかあるいは国会議員

の歳費を10％とか20％削るとか、そういう国家

公務員の給与削減、そういったことが言われて

おりまして、一昨日の全国市長会でも恐らく国

で市町村に求めてくるんじゃないかと。しかし、

それは違うんではないかという意見が大勢でし
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た。それは我々地方自治体は過去、集中改革プ

ランも含めて10年来、人員を２割、３割削りな

がら、あるいは給与カットもしながら行ってき

たと。この間、国は何もしてないんじゃないか

というようなことがありまして、結局つまると

ころ今回の復興支援についてどこに財源を求め

るのかと。やはり日銀引き受けの国債しかない

だろうというような話でありましたが、しかし、

増税もして、赤字国債もさらにふやして、そう

いった場合ＧＤＰは落ちるわけですから、何と

かして雇用を守り、経済をこれ以上落ち込まな

いようにするために、やっぱり我々地方自治体

もできる限り今までやってきたことは同じよう

にやっていくということが大切なんだというふ

うに思っております。ちょっとこれは余計なこ

とかもしれませんが、そんなスタンスで臨みた

いというふうに思っております。 

 ２点目の防災計画の見直しの主要点でござい

ますけれども、先ほど冒頭に小関秀一議員のご

質問でもお答えをいたしましたが、現在の長井

市の防災計画は平成９年に策定されたものを、

平成13年に水防法の一部改正に伴って若干手直

しした、そのものを使っております。 

 これは残念ながら実態は有事の際この防災計

画では心もとないというふうに思っておりまし

たが、特に一番課題は、小関議員の質問でもお

答えいたしましたが、市民への広報とか告知の

手段が非常に限られていると。幸いにもこのた

びの震災のときは停電にはなりましたが、市は

一番早く復旧してもらいました。電話も最初は

通じなかったんですが、一番最初復旧して市役

所からは電話をかけられた、あるいは市民から

市役所には電話が来たんです。でも市民間の通

話はできなかった。携帯電話も通じなかったと、

そういう状況の中で、全く連絡ができない時間

帯も１日半ぐらいあったわけですね。そのとき

にやはり広報で回っても、２台ある広報車を、

恐らく選挙活動していてわかるんですが、時速

10キロとか、相当大きいアンプの広報車で回ら

ないと、なかなかうちにいる方には聞こえない

と。しかもこれは今回の震災のときは天候が穏

やかだったものですからよかったんですが、大

雨のときには全く聞こえないと。ですから、大

雨のときはお手上げなんですね。 

 そういったことを考えますと、何とかして防

災ＦＭをしたいと。しかし、集中改革プランで

とてもとてもそんな予算はつけることができな

い。あともう一つは、議員からもご指摘あった

ように、例えば備蓄が全くのゼロでありました。

平成21年にペットボトルをつくりましたけども、

そのときのペットボトル約1,000本と、同時に

そのとき初めて市内の企業から水をペットボト

ルを寄贈いただきました。それでもってたと。

それまでには全く備蓄もなかったと。 

 それから災害時に協定を結んでる市町村はあ

ったんですが、残念ながらスーパーとかそうい

ったところとは協定できてなかった。ようやく

これも21年に生協、生活クラブやまがたさんと

締結して、現在はほかのスーパーともしてます

が、そんな状況でありました。 

 ですから、ここの２点と、あともう一つは、

３点目の大道寺議員の質問でもあるんですが、

自主防災組織、これをつくんなきゃいけないと。

しかし、自主防災組織については県の方の補助

事業で設立時に２年間補助を受けられるという

のがあるんですが、しかし、これもすべての団

体が受けられるわけじゃないと。あとは自主防

災組織を全地区にそれぞれの実態に合ったよう

につくっていただいて、なおかつ地域消防団と

これは一体でなければならない。それと地区長

の組織、隣組長さんの組織、民生児童委員の組

織、こういったものを一体的にそれぞれの地域

に有機的につながってないと、幾ら計画で書い

ても全く絵にかいたもちになるだろうというこ

とはわかっておりましたので、21年度からその

準備に入って、23年から、今年度から本格的に
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実施に向けて進めていきたいというふうに考え

てるところでございます。 

 なお、防災計画の見直しの主要点としては、

総務課長の方も詳しく説明いたさせますが、今

までは本編と資料編という、本編っていうのが

計画なんですね。あと資料だけだったんですが、

このたびは震災対策編というのと風水害対策編

とそれから個別の災害対策編、この３つにした

いと、そして資料編を別に設けるというふうに

考えてます。21年に機構改革をしまして危機管

理室を設け、そしてそこにいわゆる今までの防

災の機能を集中させました。その結果、幸いだ

ったのは例えば昨年のクマの対策とか、あるい

は豪雪であったり集中豪雨であったり、そうい

ったところがとりあえず情報が一元化できたと。

例えばクマでしたら危機管理室が窓口となって

農林課と一緒になって対応できたと。なおかつ、

我々特別職については逐次正確な情報が昼夜を

問わず入ってきたということだったと思ってま

す。 

 そんなことでこれからの見直しはそれらにつ

いて留意したいと思いますし、自主防災組織の

あり方を検討するというのは、大道寺議員おっ

しゃるとおりでございます。少なくとも連合会

というものをつくりたかったんですが、今現在

42団体、少し前までは33団体ぐらいだったんで

すけども、横の連絡がないと。資機材とかって

いうのがやっぱり必要になるんですね。３年か

５年ぐらいたつと古くなると買いかえたい。と

ころが１個、２個ではなかなか見つけるのは難

しいと。ですから、連合会をつくりますといろ

んな情報とか、あるいは要望を受けてこちらも

財源が確保できて制度がつくれるような状況に

なったときに、どういう補助制度をつくったら

いいかとか、そういう準備をしたいと思ってお

りましたが、残念ながらことしもそれをスター

トしておりませんので、早急にこれらについて

対応したいと思ってます。 

 それから４点目でございますが、今後の財政

に与える影響でございますけれども、今年度の

国の第１次補正予算の中で総額で４兆153億円

計上しておりましたが、この中で災害分の特別

交付税は1,200億円を増額したというふうに聞

いております。しかし、この増額はすべて被災

地復興のための予算計上であり、被害を受けて

ない自治体には増額交付されるものではないと

いうことでございます。 

 また、総務省ではこの１次補正に伴う地方財

政の対応を説明する事務連絡の冒頭で、被災し

てない自治体の特別交付税については前年度比

で１割程度の減少を前提とするように要請する

というふうになっておりまして、長井市におい

ても今年度の特別交付税は昨年度実績からの減

額は避けられないと見ておりますが、しかし、

今年度の特別交付税の予算措置計上は昨年より

１割程度マイナスで見ておりますので、これら

についての財源不足は恐らくないだろうという

ふうに見ております。 

 最後に、電力不足に対応した節電の具体策で

ございますが、これも議員ご指摘のとおり、非

常に重要な課題で、我々地方自治体あるいは市

民の皆様、企業がどういうふうにしてこういう

厳しい国難のときに協力していくかという具体

的な例だというふうに思っておりますが、原則

としてはこの間、山形県あるいは東北電力から

のいろいろなお願いとかございました。長井市

役所としてできることについては、後ほど担当

課長の方からいろいろ説明させますが、長井市

として市民に独自のものをお願いしてくという

ことではなくて、県と東北電力でお願いにいら

した内容を市報等々で、あるいは資料さえいた

だければ文書配布日に地区長さん等々にお願い

して配っていただいて、市民からの協力を仰ぐ

というのが基本的なスタンスでございます。 

 議員からございましたように、小まめにスイ

ッチを切ることや長期的な視点で取り組むＬＥ
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Ｄの電球の切りかえ、もうこれも大切だという

ふうに思っております。全市的に浸透するよう

な広報もこれからも十分検討しなきゃいけない

と思っております。 

 なお、幸いなことにことし市役所では、エア

コンを去年の猛夏で本当はしたかったんですが、

なかなか財源が厳しくてことしは見送りました。

これは幸いだったかなというふうに思っており

ますが、そのかわりグリーンカーテンをしよう

ということで、本庁舎はじめ、４カ所でグリー

ンカーテンを設置すべく今、苗を植えたところ

でございます。これらについても詳しく担当課

長から答弁いたさせます。以上でございます。 

○蒲生光男議長 飯澤常雄総務課長。 

○飯澤常雄総務課長 大道寺議員のご質問にお答

えいたします。 

 まず、２点目の防災計画の主要な見直し点と

申しますか、ちょっと７項目ほど私どものとこ

ろで今現在考えております。 

 ちょっとそのまま読み上げますが、１点目は、

避難勧告とこれの発令基準の明確化。特に避難

指示、あるいは勧告といった対応の部分のとこ

ろでまだまだ明確になっていない部分があった

のではないかという反省に基づいた部分でござ

います。 

 それから２点目でございますが、職員の初動

体制も含めた招集基準の見直し。これに着手し

ておるところでございます。 

 それから３点目につきましては、市長からも

ございましたけども、市民に対する災害情報連

絡体制、これの強化でございます。 

 それから４点目といたしましては、高齢者、

障害者あるいは妊産婦の方への情報の確保、そ

れから安否確認、それから福祉避難所、これ山

形県設置率が非常に低いんですが、これら災害

弱者に対する配慮、避難所の運営も含めてでご

ざいます。 

 それから５番目が、もう何回も出ております

けども、自主防災組織の拡大、強化。それから

６点目が非常用電源、防災資機材の整備。７点

目が他県等からの避難者受け入れ態勢の確立。

特に６点目、７点目につきましては、このたび

の震災、東日本大震災の対応を糧にして考えて

いきたいなというふうに思っております。 

 議員ご指摘のとおり、今後、国の防災計画の

見直しがございます。これを踏まえまして、県

の地域防災計画の見直しが既に予定されており

ます。これら国、県の見直しと内容の整合性を

図りながら、計画の改定作業を進めてまいりた

いというふうに考えております。 

 それから３点目の自主防災組織の設立の状況

等についてのお問い合わせでございますが、４

月１日現在で42組織ございます。世帯数で申し

上げますと、6,502世帯、市の全世帯9,726世帯

に対する割合がいわゆる組織率でございますが、

66.9％でございます。組織率で比較いたします

と、県内13市では上から９番目、山形県全体の

組織率73.6％、それから置賜３市５町55.3％の

ちょうど真ん中ぐらいの位置につけてございま

す。 

 具体的な活動実態等でございますが、平成22

年１月に、当時はもう市民課から総務課の方に

所管が移っておりますけども、防災関連業務の

方向性、これらを少し検討したいという目的で、

自主防災組織の活動に関するアンケートを全地

区長さんを対象に実施をさせていただきました。

当時、市内138区のうち73地区の地区長さんか

らご回答をいただきました。73地区のうち自主

防災組織を既に結成、立ち上げていました24地

区の活動内容をちょっと見てみました。 

 大半の組織が初期消火あるいは避難誘導、こ

れは現実に避難のルート設定をして対応してお

ったようですが、そういった誘導の訓練などを

実施されておられます。それから防災知識の普

及啓発等のチラシ配布、あるいは災害連絡網の

整備、地区内の危険箇所あるいは問題点の洗い
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出し、それから防災に対するシンポジウムある

いはリーダー研修会の参加など、非常に多岐に

わたる有意義な活動内容となっております。 

 また、防災のマップ作成、あるいは要援護者

支援関連の事業などへの取り組み、これ既にも

うできてるところもございますけども、そうい

った今後取り組みたい活動として上げておられ

た内容でございました。 

 一方、課題といたしましては、防災意識を向

上させる有効な手だてがなかなか見出せない。

あるいは高齢者の方が多く、組織は結成したも

のの有効な活動ができないというふうに感じて

おられるような地区長さんも多かったようでご

ざいます。 

 また、大道寺議員ご指摘のありました組織結

成の単位でございますけども、大字単位などよ

り大きな単位で結成してるところは現実にござ

いました。それから他の地区との合同でこれか

ら結成を考えたいというようなところもござい

ました。 

 自主防災組織は災害対策基本法で国、自治体

が組織育成に努めることが定められております。

地域の防災力向上のために組織化の動きのある

地区については、行政として可能な限り設立あ

るいは組織化のバックアップ、今後ともさせて

いただきたいというふうに考えております。 

 それから最後の節電の関係でございますが、

私の方からは庁内の対応について、庁舎に限定

でございますが、ちょっとお話をさせていただ

きます。 

 エアコンの話、先ほど市長からございました

とおりでございますが、そのための対策といた

しましては、事務所内の照度、明るさの測定等

を行い、可能であれば蛍光灯を外す、あるいは

パソコン画面のエコ表示等を考えております。 

 これまで取り組んできたクールビズ、あるい

はエアコンのある職場の設定温度を29度にする

というようなことや就業前、昼休みの消灯など、

今後も定着できるように各職場へ徹底してまい

りたいと考えております。以上でございます。 

○蒲生光男議長 平 英一財政課長。 

○平 英一財政課長 現段階で財政面での影響が

出ていることがあるのか、あるいは懸念される

ことがあるのかとのご質問にお答えいたします。 

 現段階で長井市の歳入、歳出面におきまして

目に見えるような影響は出ていないものと認識

しております。 

 今後の財政運営で懸念される事項としまして

は、先ほど市長からもありましたように、交付

税の動向いかんによるものと考えております。 

 交付税の22年度実績では、普通交付税が38億

9,200万円、特別交付税が６億300万円、合計で

44億9,600万円であり、長井市にとって歳入で

は一番大きな割合を占めております。 

 せんだっての国の１次補正の説明では、地方

交付税総額を前年度比0.5兆円増額するという

ことで、今年度の地方財政対応に触れた上で、

震災の影響により交付税法案に持っていた特別

交付税の割合引き下げが３年間延長されたこと

などを説明しております。 

 そしてこの交付税増額については復旧、復興

経費を交付税の基準財政需要額として別枠措置

に向けると思われますことから、長井市では増

額は期待できないものと思われます。 

 また、説明ではあわせて特別交付税について

今後の復旧、復興に伴いどの程度の地方負担額

が必要になるかは見通せない部分も多いとしな

がらも、被害を受けていない団体は前年度比で

１割程度の減少を前提にかた目に見積もるよう

に求めたとされていますことから、22年度実績

の６億300万円からの減額は避けられないもの

と考えております。以上です。 

○蒲生光男議長 齋藤理喜夫商工振興課長。 

○齋藤理喜夫商工振興課長 お答えいたします。 

 初めに、震災に係る雇用への影響でございま

すが、有効求人倍率は３月の0.54、それから４
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月には0.44に下がってございます。ただし、こ

れはこの３月、４月の動きにつきましては、一

般的には例年どおりの流れ、推移をたどってい

るのではないかというふうに見てございます。

震災を原因とする特別なものというふうには読

み取ることができない状況でございます。 

 逆に昨年度は３月が0.45、それから４月が

0.37でございまして、昨年度と比較すれば若干

改善をしている状況にあるというふうなことで

ございます。中期的に見ますと、平成11年の有

効求人倍率、平均の有効求人倍率が0.30でござ

いましたので、中期的には緩やかな回復基調、

厳しい水準にはあるもの、緩やかな回復基調に

あるんではないかというふうに考えてございま

す。 

 次に、経済全体の状況でございますが、震災

によって最も影響を受けたのは、やはり飲食サ

ービス業であったろうというふうに考えてござ

います。３月、４月の各種総会等が自粛ムード

の中でキャンセルをされたというふうなこと等

があるかと思います。ただし、一時期の最悪な

状況はとりあえずは徐々に回復しつつある雰囲

気にあるというふうに見てございます。ただし、

さくらまつりの状況などは入り込み数が７割ぐ

らい減っているというふうな状況、あるいは近

隣の福島、宮城等々からの外来者がかなり難し

いだろうというふうな状況を考えますと、この

業種につきましては、依然として厳しい状況が

あるのではないかというふうに見てございます。 

 次に、製造業でございますが、震災前につき

ましては、リーマンショック以前の約８割ぐら

いまで回復するのではないかというふうな、あ

る意味では明るい希望を持っておった状況がご

ざいます。設備投資等を計画している企業もそ

の段階ではあったというふうに聞いてございま

した。しかし、今回の震災に当たりましては、

ある企業、ある業種におきましては回復までに

数年かかるようなことを覚悟しなければならな

いかというふうなことを考えてらっしゃる企業

の方もおられます。 

 また、一方、復興事業を受けまして、フル生

産に入ったというふうな会社もございます。あ

るいは新規に独立創業をしましょうというふう

な会社も出てきているというふうな状況がござ

います。 

 マイナス要素も見られる一方、増産あるいは

設備投資などのプラスの状況がございます。全

体的には横ばいもしくは緩やかな回復傾向をた

どるものというふうに考えてございます。 

 今後の動向でございますが、６月８日、日本

銀行山形事務所の方から、山形県金融経済概況

が発表されました。その中では今後の動向につ

いては、依然として不確実な状況が続くという

ふうに見ております。内容といたしましては、

やはり夏場の電力事情がどうなるか。それから

観光等の事業がどの程度まで回復するか。それ

からもう一つは世界的な流れの中で円高ぎみの

為替レートの動き、それからもう一つは原油価

格等の今後の見込み、そういったふうなものが

あって一概に言えないと、厳しい不確実な状況

が続くというふうに見てございます。この状況

につきましては、当市においても同じだという

ふうに考えてございます。 

 それから今後の対応策でございますが、今の

状況踏まえた対応策として、市民の生活を守る

こと、それから働く場所を維持していくという

ふうなことが緊急の課題、あるいは私どもの責

任であろうというふうに考えてございます。 

 製造業におきましては、雇用調整助成金等を

活用しながら市民あるいは従業員の職場を守る

というふうなことにはこれまでそうであります

し、今後も精いっぱい努力をしていただけるも

のだろうというふうに思います。 

 ただ、夏場以降の資金の融通っていいますか、

そういったふうな部分について不安が出る可能

性があるというふうなこと、それからもう１点
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は有効求人倍率が約0.5というふうな状況の中

で、家計全体の収入が依然として厳しい状況に

あるのではないかと。それが市内の小売サービ

ス業等の厳しい状況にも反映しているのではな

いかというふうな点などが考えられます。 

 こうした状況をかんがみまして、今回、補正

予算案を提案させていただいたものでございま

す。今の段階でこの２本の施策をとりあえず

粛々とやらせていただいて、今後の動きに注意

をしながら必要な場合には新たな施策を考えて

いくというふうなことにしていきたいというふ

うに考えてございます。以上です。 

○蒲生光男議長 宇津木正紀市民課長。 

○宇津木正紀市民課長 私の方からは、特に家庭

に対する呼びかけには具体的な節電策について

例を示しながら周知していくべきだという部分

で、節電対策の所管課が市民課になりますので、

私の方から説明させていただきます。 

 市民向けの具体的な節電策の呼びかけにつき

ましては、広報ながいの６月15日号と７月１日

号で掲載を依頼しているところです。特に７月

１日号では、県の方から原稿をいただきました

ので、県が提唱している山形方式節電県民運動

を前面にして大きく紙面を割いていただいてい

るところでございます。 

 内容につきましては主なものとして、一人一

人の小さな節電の積み重ねが停電を防ぎます。

昨年と比較しまして15％の電力削減にご協力お

願いしますというものでありまして、山形方式

節電については、ご案内のとおり、「家族団ら

ん、楽しく節電」が大きな柱となっております。

３世代同居率が全国１位の山形県でありますの

で、家族全員が１つの部屋で過ごすということ

で、家族のきずなを深めながら使用電力もカッ

トする。あと早寝早起きを心がけまして、健康

的な生活を送ることで照明の点灯時間やエアコ

ンの使用時間も短縮しようとする呼びかけであ

ります。 

 具体的にはエアコンの使い方を工夫して、例

えばエアコンの温度設定を２度上げると、130

キロワットの節電、約10％節電と具体的に例示

しながら呼びかけると。あとすだれやグリーン

カーテン等で窓から日差しを和らげれば120ワ

ットの節電、約10％の節電だということで、わ

かりやすく呼びかける。あと平日の日中は消費

電力の大きい電気製品の使用は控え目にという

ことで、電気ポットとか電子レンジ、炊飯器、

乾燥機などについては消費電力が大きいという

ことで、できれば９時から夜の８時を避けて使

っていただきたいというようなこと、あとコン

セントからプラグを抜いておくということも大

事なことだということであります。あと消費電

力の少ないＬＥＤ電球の交換など、できるとこ

ろから省エネ家電に切りかえることをお勧めし

ながら呼びかけていきたいと考えてます。 

 特にピークカットが必要なのは13時、つまり

午後１時から３時の取り組みを強化を呼びかけ

るということで、これは国のクールアース・デ

ーが７月７日の木曜日に重点時間として午後１

時から３時になりますが、そこにあわせてエア

コンに重点を置いた節電運動を呼びかけるとい

うことが市報、広報ながいの記事の主なもので

あります。 

 また、タブロイド版の「あやめＲｅＰｏ」の

活用についてもご提言いただきましたが、掲載

すれば大きな効果があると私も思いますが、残

念ながら今回の県の取り組みが時期的におくれ

てしまいまして、今回の６月15日発行の「あや

めＲｅＰｏ」には間に合わなかったんで、今後、

来年度以降も同様の取り組みをする場合は総務

課の方と協議をしながら、この「あやめＲｅＰ

ｏ」の活用を検討してまいりたいというふうに

考えております。また、ホームページの方も利

用して、できるだけ広報に努めたいというふう

に考えます。 

○蒲生光男議長 ８番、大道寺 信議員。 
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○８番 大道寺 信議員 大変丁寧な答弁いただ

きまして、ありがとうございました。 

 時間も限られておりますので、何点かちょっ

と再質問をさせていただきます。 

 防災の関係について、防災計画あるいは自主

防災組織の関係、市長から答弁もいただきまし

た。そのとおりだとは思いますが、例えば情報

の関係でＦＭの話も出ましたけれども、そこま

でいくには相当まだ時間がかかるわけですね、

実現するまで。さっきの質問でも申し上げたん

ですけども、何となく落ちついてきて余震もな

いんだろうなっていう感じがしてるんですけど

も、いわゆる統計上はこれもっと大きなという

か、本震に近いとするとマグニチュード７とか

８の地震がある可能性があるって言われてるわ

けでして、いつ地震が来るかわからない。そう

なると、この前の地震によっていろんな課題見

つかったっていうお話ありましたから、当面必

要なものってあるわけですね、当面必要なもの。

特に情報伝達のさっきから言われてますが、広

報車を走らせてもいいっていうんですけど、広

報車も走らせて、あるいは情報伝達がうまくい

くような方法をしてというところの最低限のと

ころっていうのをやっぱりきちっと拾って、当

面の対応策として持っておいて、それからさら

に先ほど言ったようないろんな防災計画なり自

主防災の対策、組織強化はこれからやると、こ

ういう方針でいかなければいけないと思うんで

す。 

 そこで情報伝達の関係なんですけど、確かに

電話通じなかったんですけども、私もそうだっ

たんですが、携帯のメールだけは何とか通じた

んですよ。今、学校なんかでは不審者なんかが

いると保護者に一斉メールでお知らせするとか

っていうやり方やってますよね。それから地区

長さんのところだって黒電話のところ、私のと

ころは黒電話だったら通じるっていうんですけ

ども、普通一般は通じないわけです。一番やっ

ぱり情報をもらいたいのは地区長さんとかそう

いうところから市の防災本部にもらいたいわけ

ですから、そういう伝達の方法。じゃあ、すべ

てメールが通じるかどうかって私もわかりませ

んけども、前回はメールだけは通じたと、電話

は通じなかったけどっていう、そういう状況も

ありますので、その辺も含めて当面のところっ

ていうことをきちっともう１回検討すべきでは

ないかと思いますが、いかがでしょうか。 

○蒲生光男議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 防災計画については今年度中に

つくれるんではないかと思っております。 

 大道寺議員おっしゃるように、メールで通信

する方法とか手軽にできる方法があるようです

ので、それらについても研究しておりますので、

ぜひ取り入れたいと。ただ、防災ＦＭについて

は大体20キロ圏内ぐらいの範囲なんですね。で

すから、長井でちょうどいいぐらいのＦＭで大

体予算は1,000万円ぐらいです。ただ、肝心な

のはラジオ、これは災害用なもんですから、ラ

ンプつきのラジオで金額どのぐらいになるかで

すけれども、強制スイッチ、スイッチを入れな

くてもこちら側から指令を出しますと強制的に

スイッチが入ってラジオが流れると。ですから、

それを各戸に配る、あるいは一部負担あるかど

うかですけども、それらを含めますと恐らく

3,000万円とか4,000万円ぐらいの事業費になる

んじゃないかと。これもＪＡＮにさせたいと、

これはまだ詰めておりませんが、それはやる気

になれば来年度できるんじゃないかと。これは

スピードであろうというふうに思っております

んで、それらも含めて議員のご指摘のとおり、

すぐできること、例えば来年すること、３年以

内にすることとか、そういう整理をしながらき

ちんと対応していかなきゃいけないと思います。 

○蒲生光男議長 ８番、大道寺 信議員。 

○８番 大道寺 信議員 ぜひいろいろお話あり

ました件についてはまたきちっと決まったらま
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た教えていただいて、議論させていただきたい

と思いますが、当面そういう形でお願いしたい

と思います。 

 それから、時間ありません。節電の関係でい

ろいろお話ございました。エアコンがたまたま

設置できなくてよかったっていうんですが、こ

れは逆に言うと本当はエアコンがあって当たり

前の世の中ですから、それはよかったかどうか、

たまたまでしょうけれども、それの関連で言い

ますと、やっぱり節電節電しなきゃいけません

けれども、しかし一方ではそういうふうにエア

コンの設定温度を下げるっていいますか、上げ

るっていいますか、そういうことをやることに

よって働く側、あるいは生活する側は非常に大

変になるわけですね。昨年のような猛暑で、ご

案内のとおり熱中症になったっていう例がいっ

ぱいあるわけです。そこはやっぱり節電と同時

にそのことも対応策をきちっとしなきゃいけな

いんではないかと。要は水分をしょっちゅうよ

くとるということだと思うんですけども、そう

いうことはエアコンがあろうがなかろうが、そ

のこともちゃんと対応策としてとらなきゃいけ

ない。 

 それから市民に広報するにもそういうことも

含めて、節電だけお願いするんじゃなくて、節

電した場合にはそういう熱中症対策をきちっと

やりましょうと、こういう呼びかけもきちっと

していくべきではないかと思います。なお、そ

の辺についてお願いしたいと思いますが、私は

タブロイド版って申し上げたのは、市報とかに

入れてやるとばあっと読んで終わりなんですよ

ね。やっぱりそのところはどっかにやっぱりき

ちっと張っておかなきゃいけない部分だと思う

んですよ。ごみの分別だってただお知らせした

って、そんなん何も１回見たら終わりっていっ

て、みんな家庭いくと張ってますよ、このごみ

が何に分類されるかって。ある意味では節電も

こういう方法あるよっていうのはやっぱり家庭

で張っておいてくださいっていう、その意識づ

けしていかないとなかなか直らんではないかと

思うんですね。私はできるだけやろうと思って、

きょうも出るときテレビのコンセントから抜い

てきて、いろいろ今やってるんですけども、や

っぱり忘れるんですよ。だからそのところをも

うやらなきゃいけない。そのためにそういうチ

ラシ的な、いわゆるタブロイド版みたいなのが

必要じゃないかと、こういうふうに申し上げた

んで、その辺についてぜひさらに検討していた

だきたいと、こういうふうに思いますが、市長、

最後にご答弁お願いできますか。 

○蒲生光男議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 大道寺議員ご指摘のとおりだと

思います。なお、時間的なところもありますが、

担当課長と検討しながら何らかの形でご提言を

取り入れるようにしたいというふうに思います。 

○蒲生光男議長 ８番、大道寺 信議員。 

○８番 大道寺 信議員 以上で質問を終わりま

すが、やっぱり震災復興っていうのはもうずう

っと続くわけですから、我々絶対忘れないで、

できることやっていくと、こういうことが必要

だと思います。 

 以上、申し上げまして、質問を終わります。

ありがとうございました。 

○蒲生光男議長 ここで暫時休憩いたします。再

開は３時20分といたします。 

 

 

   午後 ３時０１分 休憩 

   午後 ３時２０分 再開 

 

 

○蒲生光男議長 休憩前に復し、会議を再開いた

します。 

 市政一般に関する質問を続行いたします。 

 

 


